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1.　はじめに

　近年、企業における知的財産の活用が変化している。かつての知的財産は、自

社の技術を守るために使われていたが、今では企業戦略の経営資源と一つとして

活用する動きが高まっている。つまり、知的財産を「守り」の道具から「攻め」

の道具に変え、知財の活用が行われているのである。

　一方で、近年、グループ企業内における組織再編が進んでいる。かつての親会

社の利益を重視する経営スタイルからグループ企業全体での企業価値を最大化す

る経営スタイルへの流れが進んでいる。持株会社制度を導入することで、グルー

プ内部にある経営資源をうまく活用しながら、そこに内在するパワーを最大限に

引き出すことが欠かせなくなっている。そのためには、グループ企業間における

重複する組織や戦略の効率化やスリム化を行うことが求められているのである。

　本研究では、日本企業の製造業のなかで群を抜く 900 社以上の完全子会社や

上場子会社等を持ち 1、グループ全体で知財戦略を実践している「日立」における

知財の組織と戦略の実態に迫り明らかにすることである。

　なお、本稿では「知的財産権」としては、特許権、実用新案権、意匠権、商標

1　日立は、2009 年で 943 社の子会社を有している。参考までに、電機業界で連

結子会社数を比べてみると、ソニー 1,266 社、東芝 521 社、NEC310 社、富

士通 541 社、パナソニック 679 社であることから、日立の子会社が多いこと

がわかる（その他、本社からの持株比率が 50％未満の持分法適用子会社があ

るが本研究は除いた）。
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が全体の約 9 割近くを占めていることから同質性が高いということをいうこと

ができるからである。

　そこで、本研究では本社の知的財産権本部への聞き取り調査を行なった。それ

によると、知財部門は日立「本社」「分社」と「BU（事業部）」に配置されてい

ることが分かった（図表 1）。分社とは子会社であり、「完全子会社」と「上場子

会社」があてはまる。完全子会社とは、本社からの持株比率が 100％の企業のこ

とを指している。日立の完全子会社の例としては、日立アプライアンス、日立プ

ラントテクノロジー、日立マクセル、日立情報システムズ、日立ソフトウェアエ

ンジニアリング、日立システムアンドサービスがあげられる。上場子会社とは、

本社からの持株比率が 50％以上で株式上場している企業である。上場子会社の

例としては、日立化成工業、日立金属、日立電線があげられる 3。

　完全子会社や上場子会社の知財部門は、特許出願の発注、権利化等のプロセ

キューション、知的財産の管理、特許の活用・対策を行う機能を持っている。

　各分社の知財部門は、分社ごとに自らの事業に応じた知財戦略の策定・実行を

展開している。一方で、本社の知財部門は、本社内の各事業部、業務委託を受け

ている一部の分社におけるに知財戦略の策定・実行のサポートを行うと共に、分

社を含むグループ内の知財戦略を必要に応じて調整する役割を果たしている 4。

　次に、知的財産権本部の組織体制を概観する。知的財産権本部は約 300 人が

在籍しており、本社スタッフ部門、IP ビジネス本部、IP 開発本部からなりたっ

ている。本社スタッフ部門は、知的財産全体の戦略と総務を担当している。IP
ビジネス本部は、特許ライセンスに加えて、商標部門、著作権部門の権利取得を

担当している。IP 開発本部は、製品技術別に 9 部門 6 拠点に配置し、特許、意

匠の権利取得を担当している。

　知的財産権本部は社長直属の組織体制を敷かれており、研究開発本部の発明部

門と緊密な関係が保てるように、研究開発本部と同格に位置づけされている。ま

た研究開発部門をはじめとした社内の関係部門と密接に連携している。知的財産

権本部の人員が研究所や事業部に配置され、研究者とともに、発明の創生から育

成、特許出願の業務を行っている。

3　その他の企業としては、日立建機、日立国際電気、クラリオン、日立 GE ニュー

クリアエナジー、日立ハイテクノロジーズ、日立メディコ、日立アプライアンス、

日立物流、日立キャピタルが該当する。

4　日立への聞き取り調査から得られた引用である（2010 年 1 月 14 日）。

権、および著作権があげられるが、最小限の用語の統一を行い、代表的な知的財

産権である特許権、およびこれに対応する特許の用語として統一的に使用する。

株式会社日立製作所（以下、日立）は、1910 年に日立鉱山の修理工場からスター

トした家電メーカーであり、子会社と共に日立グループを形成している。　

現在のグループの主力商品は、薄型テレビ、冷蔵庫、洗濯機、液晶ディスプレイ、

ハードウェア製品、発電プラント、鉄道システム、産業用機械及び建設機械など

をグローバルに製造・販売している。

日立製品は市場から高い評価を得ている。矢野経済研究所の「日本マーケットシェ

ア事典　2009 年度版」を参照しながら、みてみると、例えば、家電の「日立」

ともいわれるように、プラズマディスプレイ市場は 27.3%、全自動洗濯機市場

19.5％、冷凍冷蔵庫市場 14.4% のシェアを握っている。その他の産業においても、

例えば、タービン発電機市場 33.3%、エスカレーター市場 27.9%、直流機市場

19.1%、電動機市場 19.1%、交流発電機市場 18.6%、蒸気タービン市場 16.5%、

交流発電機市場 15.6%、LCD ディスプレイ市場 10.4% のシェアを有している。

2010 年 3 月末における日立グループの業績をみると、資本金 4,088 億円、連結

売上高 8 兆 6,985 億円、連結営業利益 2,021 億円、連結従業員 359,746 人となっ

ている。

2.　日立のグループ知財組織

　次は日立グループの知財組織を触れてみたい。我々は日立グループを「併設型」

の「本社・分社・BU（事業部）」に分類を行った（池谷，2009）。類型化したフレー

ムワークに基づいて、「事業の幅」と「事業の性質」について改めてみていこ

う 2。

　まず、「事業の幅」は「広い」に該当する。日立グループでは、情報通信シス

テムからデジタルメディア・民生機器まで多岐に渡って事業を展開している。さ

らに、事業の製品をみてみると、洗濯機から鉄道車両、油圧ショベル、原子力発

電所と事業の幅が広いことを確認することができるからである。

　続いて、「事業の性質」は「同質」に該当する。日立グループの主力製品は、ハー

ドディスク・ドライブ、サーバシステム、発電所、建設機械、鉄道車両、自動車

機器、電線、金属製品などの社会基盤にかかわる工業製品であり、これらの製品

2　池谷（2009）、p.24。
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産業システム 26%、情報通信システム 25％、電子デバイス 19％、デジタルメディ

ア・民生機器 16％、高機能材料 13％、物流及びサービス 1% であった 6。

　また、日立グループにおける国内外の出願件数の比率は、2007 年度は国内が

55％、海外が 45％であったのに対し、2008 年度は国内が 53％、海外が 47％と

海外への出願が増加している。さらに 2010 年度に海外出願件数が 50％を上回

ることを目標として打ち出している 7。

　第 2 に高い技術力を生かした特許網の構築である。研究開発では、開発のロー

ドマックを作成し、そのなかで、重点分野のテーマにおいて、フラッグシップ特

許活動による日立グループの強みの技術・差別化になるような発明を生み出す活

動を行っている。例えば、2008 年度の重要分野のテーマは、情報通信システム

におけるストレージシステム（SAN・NAS ソリューション）や次世代ネットワー

クシステム（Next Generation Network）、電力・産業システムにおけるエレク

トリックパワートレイン（ハイブリッド車両用モーター）や環境対応（ガス・蒸

気タービン）であった。2009 年度は、高効率火力発電、グリーン・モビリティ、

グリーン IT、次世代ネットワークである。

　第 3 にグループ内特許プール制度である。特許プール制度とは、本社とグルー

プ会社が発明した特許のマネジメントを本社が受託し、複数のグループ会社の特

許を組み合わせて他社にライセンス供与をするなど、その使用料を一括徴収する

システムである（図表 2）。日立グループ内の約 50 社が特許プール制度の対象で

あり、これらの企業が保有する特許の中から同じ分野の技術を選び、本社が一括

管理するものである。例えば、「指静脈の認証技術」8 では、日立本体の他に、日

立オムロンターミナルソリューションズ、日立ソフトウェアエンジニアリング、

日立情報制御ソリューションズが特許プール制度に参加しており、各社の特許を

合計すると約 300 件になる。これだけの関連特許を束ねれば、ニーズに応じて

複数の特許を組み合わせてライセンスを供与できるという。各社が自社技術を売

り込むより、採用される確率が高まるうえ、窓口の一本化により供与先の事務負

担も削減できるメリットがある 9。

6　現在、日立グループは約 70,000 件の特許を保有している。

7　日立製作所（2008）「研究開発および知的財産報告書 2008」,p.15。
8　指静脈認証技術（特許第 3770241 号）は PC のログイン認証、銀行の ATM に

おける認証、自動車のキーの代用などに使われている。

9　日経ビジネス（2007）、p.26-35。

図表１　日立のグループ体制

　次に、知的財産権本部の組織体制を概観する。知的財産権本部は約 300 人が

在籍しており、本社スタッフ部門、IP ビジネス本部、IP 開発本部からなりたっ

ている。本社スタッフ部門は、知的財産全体の戦略と総務を担当している。IP
ビジネス本部は、特許ライセンスに加えて、商標部門、著作権部門の権利取得を

担当している。IP 開発本部は、製品技術別に 9 部門 6 拠点に配置し、特許、意

匠の権利取得を担当している。

　知的財産権本部は社長直属の組織体制を敷かれており、研究開発本部の発明部

門と緊密な関係が保てるように、研究開発本部と同格に位置づけされている。ま

た研究開発部門をはじめとした社内の関係部門と密接に連携している。知的財産

権本部の人員が研究所や事業部に配置され、研究者とともに、発明の創生から育

成、特許出願の業務を行っている。

3.　日立のグループ知財組織

　日立グループの知財戦略の特徴は、次の 3 点に整理することが可能である。

　第 1 に特許出願の強さである。2008 年の米国登録特許件数ランキングでは、

日立グループは 2,289 件であり 3 位にランキングされている。ちなみに、1 位は

三星グループ 4,227 件、2 位は IBM グループ 4,189 件、4 位はキヤノングルー

プ 2,132 件、5 位はマイクロソフトグループ 2,029 件であった 5。日立グループは、

米国での特許登録件数の観点から、極めて高い特許出願力を持っていることが伺

える。2008 年の日立グループのセグメント別特許公開件数は、上から、電力・

5　このデータは日立が商用検索システムを用いて集計したものである。詳細につ

いては、「研究開発および知的財産報告書 2009」, p.15 を参照されたい。
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ていくかを課題とあげている 10。知的財産権本部は今後の方向性として、プロイ

ノベーション、標準化、オープンイノベーションが重要なキーワードになると言

及している。筆者は今後とも日立グループに注目して、研究を継続していくつも

りである。
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図表 2　日立グループの特許プール制度

出所：日経ビジネス、2007 年 10 月 22 日号、p.33-34

4.　結びにかえて

　最後にまとめとして、それぞれの項目における要点を整理しよう。

日立のグループ知財組織では、知的財産部門は日立「本社」「分社」「BU（事業部）」

に配置されていることが把握できた。本社の知財部門は、本社内の各事業部、一

部の分社における知財戦略の策定・実行のサポートを行うと共に、分社を含むグ

ループ内の知財戦略の調整役を果たしている。

　日立のグループ知財戦略の特徴とは、第 1 に特許出願の強さ、第 2 に高い技

術力を生かした特許網の構築、第 3 にグループ内特許プール制である。そのな

かでも、グループ内特許プール制度は、自社の持っている知的財産を最大限に活

用するためにグループ全体で行われていることが把握できた。これらの活動の源

泉には、日立がグループ経営を重視する企業風土にあると考えられる。また、多

くの企業が知的財産の情報をクローズドにする傾向が強いが、日立は 2004 年か

ら「知的財産報告書」を外部へ発信するなど、市場へ向けた活動ないし取り組み

には積極的である。

　これからの日立グループの課題は、カンパニー制に伴い、各カンパニーの独立

性が高まりつつある中で、知的財産権本部には、各カンパニーの知財戦略の作成・

実行をする立場として、各カンパニーの独立性に対応していくことが求めされて

いる。一方で、横軸をさす役割も求められ、これらをどのようにハンドリングし
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